
令和5年度特定随意契約一覧

掲載日 調達契約件名 契約の相手方 契約金額（円）
契約締結
年月日

履行期間 随意契約によることとした理由(契約の相手方を特定した理由を含む。) 担当課

R6.4.10 札幌市本庁舎清掃業務４
公益社団法人札幌市母子寡婦福祉
連合会

87,406,000 R6.3.29 R6.4.1 ～ R7.3.31
就労を希望する母子家庭の母又は寡婦に対して、その就労の機会及び就労に必要な知識等の習得に寄与
し、自立を支援するため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第３号）

総）行政部庁舎管理課
011-211-2052

R6.4.10
令和６年度札幌市公式ホームページ運用等業
務

株式会社大塚商会 10,930,920 R6.3.27 R6.4.1 ～ R7.3.31

本業務は、札幌市公式ホームページ、「札幌市公式ホームページ運用システム（以下、システムとい
う。）」及びサーバーの運用管理を安定的かつ確実に行うことを目的としている。

　市公式ホームページ及びシステムに障害等が発生すると、市民への円滑かつ速やかな情報提供が著しく
損なわれる恐れがあることから、市公式ホームページ及びシステムの運用管理には、非常に高い安定性と
確実性が求められるとともに、万が一障害が発生した場合には、即時に復旧対応を行うことが不可欠であ
る。

　システムはパッケージ製品（CMS-8341）に本市独自の機能を追加しているため、本業務を迅速かつ安
全、確実に遂行するためには、システムやサーバーの全体構成、設計仕様、運用実態を総合的に把握、理
解している必要がある。特に障害発生時には、システム・サーバー・ネットワーク等の全体の稼働状態か
ら発生原因を迅速に特定し、確実に対処をする必要がある。

　当該事業者は、平成22年度に実施したシステム構築及び構築当初からの保守業務に携わっており、シス
テム全体設計及び運用状況を熟知しており、サーバーやネットワーク環境に関する十分な知識も有してお
り、上述の条件を満たしている。

　また、他事業者が同様の条件を満たすためには、システムやサーバー、ネットワーク構成の詳細情報を
開示する必要があるが、構築・改修に関するノウハウに加えてCMS-8341へのカスタマイズに関しては元の
パッケージ製品の著作権も含まれる上、本市イントラネットのネットワーク構成などのセキュリティ情報
が含まれるため、公に情報開示できないと判断される。

　以上のことから、当該事業者以外に本業務を履行できる事業者はいない。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

総）広報部広報課
011-211-2036

R6.4.10
令和６年度広報誌レイアウト制作業務（単価
契約）

株式会社アンパサンド 9,662,400 R6.3.29 R6.3.29 ～ R7.3.31

広報さっぽろは、幅広い世代の方々が読むことを想定して作成しており、特に特集・企画記事を市民が読
み進めるような誌面にするためには、レイアウトが親しみやすく、文字や写真、イラストなどを駆使して
作成することが重要である。

そのため、高度な技術と経験を要するデザイン会社に制作を委託しているが、契約の相手方の選定に当
たっては、技術力を価格による競争で判断することが困難であることから、公募による企画競争を実施し
ている。

企画競争実施委員会が実施した審査において、各委員の採点により、最低基準点（当日の出席委員数×170
点×0.5）を超え、最も点数が高かったため、契約候補者として選定した。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

総）広報部広報課
011-211-2036

R6.4.10 令和6年度法律相談業務 札幌弁護士会 10,648,000 R6.3.29 R6.4.1 ～ R7.3.31

当該業務の実施に当たっては、市役所本庁舎及び区役所（９区）に弁護士を毎日２名・年間242日派遣する
必要があり、当該業務を安定的に履行することが可能な者は、800名を超える弁護士が加入している札幌弁
護士会以外にないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

総）広報部市民の声を聞く課
011-211-2045

R6.4.10
人事給与、庶務事務システム機器等の賃貸借
（再々リース）（月額契約）

ＦＬＣＳ株式会社 1,695,672 R6.3.27 R6.4.1 ～ R7.3.31

本役務は、「人事給与、庶務事務システム機器等の賃貸借」（以下「既契約特定役務」という。）により
調達したシステム機器のリース期間の延長であることから、契約の性質または目的が競争入札に適さない
ため、特定者を相手方とする随意契約とする。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

総）職員部勤労課
011-211-2082

R6.4.10
令和６年度会計年度任用職員システム運用保
守業務

富士通Ｊａｐａｎ株式会社 2,370,060 R6.3.27 R6.4.1 ～ R6.12.31

本業務は、既に契約を締結した役務「会計年度任用職員制度創設に伴うシステム設計・開発業務」（以下
「既契約特定役務」という。）により調達するシステムのサービス利用につき、既契約特定役務に連接し
て提供を受ける同種の役務である。当該システムは、既契約特定役務の保有するパッケージシステムを前
提としており、調達の相手方以外の者から調達をした場合、システム仕様の詳細を知り得ず、サービス利
用の便益を享受することに著しい支障が生ずる。以上より、本契約は、特定者を相手方とする随意契約と
する。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

総）職員部勤労課
011-211-2082

R6.4.10
令和６年度人事給与、庶務事務システム機器
等の保守業務

ＦＬＣＳ株式会社 6,808,032 R6.3.27 R6.4.1 ～ R6.12.31

本業務は、既に契約を締結した借受物品、「人事給与、庶務事務システム機器等の賃貸借」の保守業務で
ある。本システムにおいて行う給与計算業務については、毎月の事務日程が厳密に定められており、遅延
が許されない。また、委託業務内容は、故障や定期点検だけでなく、ソフトウェアサポートサービス対応
も含まれているため、保守技術の熟練度、障害発生時の速やかな対応、保守機材の確保などに加え、シス
テム及び構成機器に関する高度な知識と経験を有する必要がある。この条件を満たす者は、当該借受物品
の所有者に限られる。以上より、契約の性質または目的が競争入札に適さないため、本契約は特定者を相
手方とする随意契約とする。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

総）職員部勤労課
011-211-2082

R6.4.10
令和６年度　人事給与・庶務事務システム及
び会計年度任用職員給与計算システム運用保
守業務

富士通Ｊａｐａｎ株式会社 109,313,600 R6.3.27 R6.4.1 ～ R7.3.31

本業務は、既に契約を締結した役務、「人事給与、庶務事務システム再構築に係る設計・開発業務」、
「会計年度任用職員制度創設に伴うシステム設計・開発業務」及び「人事給与・庶務事務システム及び会
計年度任用職員給与計算システム基盤等の更新業務」（以下「既契約特定役務」という。）により調達し
たシステムのサービス利用につき、既契約特定役務に連接して提供を受ける同種の役務である。当該シス
テムは、既契約特定役務の保有するパッケージシステムを前提としており、調達の相手方以外の者から調
達をした場合、システム仕様の詳細を知り得ず、サービス利用の便益を享受することに著しい支障が生ず
る。以上より、本契約は、特定者を相手方とする随意契約とする。
（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政令第11条第1項第２号）

総）職員部勤労課
011-211-2082

R6.4.10 札幌市職員認証基盤運用保守業務 札幌総合情報センター株式会社 9,317,000 R6.3.12 R6.4.1 ～ R7.3.31

本業務は、当該事業者が構築した札幌市職員認証基盤に対して運用保守を行うものであり、本業務を安全
かつ確実に履行するためには、本市イントラネットへの認証方法および連携するシステムに関する知識が
必須である。

当該事業者は本システムの構築及び運用保守業務を継続して受託し、稼働するサーバの構成や設定内容を
熟知しており、上述の履行に必要な条件を満たしている。

また、他業者が同要件を満たすためにはこれらの情報開示が必要となるが、本市イントラネット環境を利
用するためのActiveDirectoryや認証サーバ（CAサーバ）、本市イントラネットのネットワーク構成に関す
る情報が多数含まれており、複数の事業者にこれを開示することは外部からのイントラネットへの不正ア
クセスやサイバー攻撃のセキュリティリスクに直結することから、公に情報開示できないと判断される。

したがって、当該事業者以外に本業務を履行できる事業者はいない。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

デ）情報．システム調整課
011-826-6479

R6.4.10
特定計量器定期検査等業務及び特定計量器定
期検査手数料徴収事務

一般社団法人北海道計量協会 24,640,000 R6.3.8 R6.4.1 ～ R7.3.31

特定計量器の定期検査は、計量法第１９条第１項の規定により特定市が行うことになっているが、同法第
２０条に市長が指定する指定定期検査機関に定期検査を行わせることができると規定されている。一般社
団法人北海道計量協会は、検査業務を行う申請をして、札幌市長が指定した指定定期検査機関であり、こ
の他に指定定期検査機関がないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

市）市民生活部消費生活課
011-211-2245

※（単価契約）又は（月額契約）の場合、契約金額欄は履行期間中の支出予定総額を記載しております。 1／4
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R6.4.10 札幌市消費者被害防止ネットワーク事業業務 公益社団法人　札幌消費者協会 11,660,000 R6.3.28 R6.4.1 ～ R7.3.31

１　当該事業の関係機関や消費生活サポーターから、支援対象者の消費者トラブルにつ

　いて相談を受けるほか、必要に応じて消費生活相談室と連携し、実態調査や適切な助

　言及び相談窓口の紹介など、消費生活相談業務に相当する専門性のある高い知識及び

　経験が要求されること。



２　支援対象者や見守る立場の人に対する講座等の啓発活動を年間100回程度行うため、

　消費者トラブルや消費者教育に精通し、相応の啓発活動実務経験を有し、また消費生

　活推進員の統括や補助・支援を行える人員を一定数以上確保する必要があること。



３　支援対象者の消費者被害を未然に防止し、または早期に発見・救済するため、関係

　機関や消費生活サポーター等とのネットワーク体制を拡充し、連携していく必要があ

　ることから、関係機関等との信頼関係の維持や構築を可能とする信頼性を有している

　こと。



４　消費者トラブルに関する相談や、関係機関とのネットワーク体制の構築などから鑑

　みて、当該事業に関して直接的な利害を有する者は不適切であることから、公正かつ

　中立な立場で実務を実施できる公益性が求められること。



５　当該業務は、平成19年度の事業開始時より公益社団法人札幌消費者協会が継続して

　受託していることから、業務内容を熟知しており、支援対象者の見守り活動に関する

　経験・ノウハウを有している。また、同協会は、これまでに培ってきた当該事業の関

　係機関との強い信頼関係も築いている状況にあること。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

市）市民生活部消費生活課
011-211-2245

R6.4.10 さっぽろ生活サポート総合相談会運営業務 キャリアバンク株式会社 3,920,400 R6.2.7 R6.2.7 ～ R6.3.31

本業務は「さっぽろ生活サポート総合相談会」の運営を委託する業務であるが、この相談会は、物価高騰
の影響により、生活の不安を抱える生活困窮者を対象に、速やかに各種相談や食料配布の必要な支援及び
札幌市生活就労支援センター・ステップでの継続支援に繋げることを目的としている。当該事業者は、札
幌市生活就労支援センターが開設された平成27年度から、同センターの運営業務の受託者として、自立相
談支援事業の各種支援を行うとともに、生活困窮者支援のネットワークを構築してきた実績がある。その
ため、関係機関との連携・調整のノウハウを有しており、本業務にて各種相談を行った生活困窮者に対す
る継続敵支援を遂行できる唯一の法人と判断される。以上のことから、当該法人が、本業務を履行できる
唯一の法人であり、契約の性質及び目的が競争入札に適しないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

保）地域福祉・生活支援課
011-211-2932

R6.4.10
電話相談強化事業における「心の健康づくり
電話相談」夜間・休日対応業務

公益社団法人北海道家庭生活総合
カウンセリングセンタ

5,082,000 R6.3.18 R6.4.1 ～ R7.3.31

本業務の目的は、当センターにおいて平日の日中に実施している電話による精神保健福祉相談を、平日の
夜間及び土・日・祝日においても実施することである。

　電話による精神保健福祉相談を行うには、相談従事者が精神保健福祉に関する幅広い専門知識や傾聴
力、対人援助技術力等、専門的に訓練・養成された能力及び豊富な経験を有している必要がある。左記事
業者は、平成23年3月から本業務を継続的に受託しているほか、区役所の家庭生活相談窓口へのカウンセ
ラー派遣等を行っているなど、電話による精神保健福祉相談において十分な技能や経験を有している。

　また、本業務を遂行するには、平日の夜間や土・日・祝日に、上記人材や業務実施に必要な設備等の環
境を確保する必要があるが、左記事業者は北海道の「心の健康づくり電話相談」や北海道公安委員会指定
「犯罪被害者等早期援助団体」として行っている犯罪被害者支援の相談事業など、多くの電話相談業務を
事業所内で実施しており、本業務遂行に必要な体制を有していると認められる。

　これらのことから、本業務の目的を達成できるのは、左記事業者の他になく、競争入札に適さない。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

保）精神保健福祉センター
011-622-5190

R6.4.10 里塚斎場待合棟清掃業務
公益社団法人札幌市母子寡婦福祉
連合会

28,886,000 R5.3.14 R5.4.1 ～ R6.3.31

地方自治法施行令第167条の2第1項第3号では、母子・父子福祉団体から提供を受ける役務については、同
団体を契約の相手方とした随意契約を締結することが認められている。

本業務は、本市の制定する「札幌市ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、ひとり親家庭の就労機会の
提供、就労技術習得の機会として、上記地方自治法施行令に基づく随意契約とした。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第３号）

保）ウェル．里塚斎場
011-883-1561

R6.4.10 里塚斎場待合棟給茶業務
公益社団法人札幌市母子寡婦福祉
連合会

18,359,000 R5.3.14 R5.4.1 ～ R6.3.31

地方自治法施行令第167条の2第1項第3号では、母子・父子福祉団体から提供を受ける役務については、同
団体を契約の相手方とした随意契約を締結することが認められている。

本業務は、本市の制定する「札幌市ひとり親家庭等自立促進計画」に基づき、ひとり親家庭の就労機会の
提供、就労技術習得の機会として、上記地方自治法施行令に基づく随意契約とする。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第３号）

保）ウェル．里塚斎場
011-883-1561

R6.4.10
令和6年度北海道さっぽろ「食と観光」情報
館管理運営業務

北海道さっぽろ観光案内所運営協
議会

44,199,999 R6.3.29 R6.4.1 ～ R7.3.31

「北海道さっぽろ観光案内所運営協議会」は、札幌市競争入札参加資格者には登録されていないが、北海
道及び札幌市における観光関係団体を会員に持つ、（公社）北海道観光振興機構及び（一社）札幌観光協
会の２団体を構成員とする団体である。

　当該施設の運営にあたっては、以下の点を満たしたうえで、特定の観光事業者等に偏ることなく公平な
観光案内が求められる。

　ア　発信する情報の公平性を担保することができる。

　イ　市と道と緊密に連携し、各市町村等の観光情報の提供が可能であり、観光キャンペーン等の支援を
円滑に行うことができる。

　ウ　観光案内実績が豊富で知識等の蓄積がある。

　上記をすべて満たし、本業務を適切に遂行できるのは当該団体のみであると判断されるため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

経）観光・ＭＩＣＥ推進課
011-211-2376

R6.4.10 河川情報システム保守点検業務（単価契約） 日本無線株式会社 3,201,000 R6.3.21 R6.4.1 ～ R7.3.31

本システムは、令和２年度に左記業者が受注し、ソフトウェアを独自に開発し構築したものである。

　本システムの安定的な運用、各プログラムの動作確認及びシステム異常時のプログラム解析等を迅速か
つ的確に行うためには、開発業者以外、有し得ない専門的な知識・技術等が必要であることから、地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号に基づき、開発業者である左記業者を特命することといたしたい。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

下）事業推進部河川管理課
011-818-3415

※（単価契約）又は（月額契約）の場合、契約金額欄は履行期間中の支出予定総額を記載しております。 2／4
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R6.4.10 札幌市営住宅等の管理業務 一般財団法人札幌市住宅管理公社 675,885,100 R6.3.25 R6.4.1 ～ R7.3.31

本業務は、全市で統一的な対応が必要とされる市営住宅の入居者募集（年間申込件数10,000件超）や家賃
管理（約23,000世帯）等のほか、改良店舗の保全業務や駐車場の設備補修などの維持管理を合わせた業務
である。

　本事業を遂行する事業者には、これらを正確かつ円滑に進めるにあたり、公営住宅法、市営住宅条例な
どの法令諸規則の理解のほか、市営住宅の各種設備に関する理解、入居者に関する個人情報を適正に管理
することができる内部統制の体制といった様々な要素が求められる。

　また、維持管理業務を実施するにあたっては、本市発注の公共事業と同水準の品質にて自ら発注関係事
務を適正に進めることができる知識及び経験を有する体制が整備されていることも求められる（「公共工
事の品質確保の促進に関する法律」第21条第１項より）。

選定事業者は昭和52年に本市の全額出資により札幌市民の住生活環境の向上のために必要な事業及び市営
住宅その他の公的施設の管理に関する事業を実施するために設立された団体であり、これまで長年にわた
り市営住宅の管理業務及び市営住宅並びに学校を中心とする市有施設の保全業務を実施しており、本業務
に求められる知識、組織体制、経験、ノウハウ等を有している。

したがって、選定事業者は本業務遂行に必要な要件を満たしており、本業務を確実に実施できる唯一の事
業者であると判断したため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

都）市街地整備部住宅課
011-211-2806

R6.4.10 札幌市借上市営住宅入居者移転支援業務 一般財団法人札幌市住宅管理公社 16,995,000 R6.3.25 R6.4.1 ～ R7.3.31

当該業務は、借上契約期間満了が迫っている借上市営住宅について、入居者の他の市営住宅等への移転
あっせん、移転料の支払い等の移転支援及び対象団地自治会への共益費補助などの自治会支援業務を行う
ものである。

入居者の移転あっせんは、各団地の移転状況、入居者の移転先の希望、移転期限、建替事業による移転状
況も含めたあっせん可能な住戸の空き状況等を踏まえ、各入居者にどの住戸を案内するか、綿密に選定し
なければ、全ての入居者を移転させることが困難である。

また、移転あっせんだけではなく、自治会対応、移転拒否の際の法的措置等、本市固有業務と密接不可分
の関係があることから、当該業務を円滑に遂行するためには市営住宅入居者に係る人的管理のノウハウを
有している者が対応する必要がある。

特定者は45年以上にわたり、市営住宅の入居者募集事務・住み替え事務、家賃管理、自治会支援等の入居
者に係る人的管理業務を良好に行っており、当該業務を遂行するためのノウハウが蓄積されている。

また、令和元年から当該業務を受託しており、当該業務遂行のノウハウも十分に蓄積され、入居者及び自
治会の詳細な状況を把握し、信頼関係を構築できている。

したがって、特定者は、本市と密接に連携して事業を実施していくことが可能であり、当該業務を円滑に
かつ確実に実施できる唯一の事業者であるため特定する。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

都）市街地整備部住宅課
011-211-2806

R6.4.10
令和６年度市営住宅総合管理システム運用・
保守業務

富士通Ｊａｐａｎ株式会社 7,128,000 R6.3.26 R6.4.1 ～ R7.3.31

市営住宅総合管理システムは市営住宅の全入居者の情報を一元的に管理しているものであり、本市が行う
市営住宅管理業務に欠かすことができず、万一システムに不具合が出た際には業務に支障が出るにとどま
らず、入居者にも多大な迷惑をかけることにつながりかねないため、保守環境の整った最適な環境でシス
テムが利用でき、有事の際も安全で迅速に対応できる環境になければならない。

当該業者は、同社の前身である富士通が平成９年度に本システムを開発し、その後の保守業務及び改修業
務を事業承継後も受託しており、生活保護情報に係るシステム等の他のシステムとの情報連携を含めた本
システム全体の詳細な仕様を熟知していることから、調査分析・設計工程が必要最小限で済むものであ
り、費用を最小に抑えることができる。

仮に、他者が本件業務を受託した場合は、本システムの詳細分析や動作確認など、本業務の実施に係る期
間及び経費が膨大となることや、障害発生時における復旧に多くの時間を費やすことが予想され、ひいて
は市営住宅管理業務に重大な支障をきたすことも予想されることから、当該業者に特定することが適当で
ある。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

都）市街地整備部住宅課
011-211-2806

R6.4.10
改良第５店舗の管理及び賃貸料収納に関する
事務

札幌市光星料飲店協同組合 1,014,445 R6.3.28 R6.4.1 ～ R7.3.31

札幌市光星料飲店協同組合（以下「組合」という。）は、改良第５店舗の店舗業種の多くがスナック等の
風俗営業種であり、他の店舗と異なり営業時間が深夜にまで及ぶことから、当該組合を通じて店舗管理に
関する指導等を行うことが適切と判断されたことにより、当時所管していた区画整理部の要請で昭和46年
に設立されたものである。

現在においても、当該店舗の業種はスナック等の風俗営業種が多く（30店舗中24店舗）、営業時間が深夜
にまで及ぶことから、入店者の賃貸料支払いの便宜及び職員の時間外の支払催促事務等を軽減させるた
め、当該店舗内に事務所を有し、かつ、夜間の収納体制が整っている唯一の団体である組合を事業者と
し、収納事務を含めた店舗管理に関する事務を委託することが適当である。

※参考：過去10年（平成24年度～令和４年度）の収納率100％
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

都）市街地整備部住宅課
011-211-2806

R6.4.10 令和６年度新川まちづくりセンター運営業務
新川まちづくり協議会　会長　佐
久間　五十也

9,593,100 R6.3.25 R6.4.1 ～ R7.3.31

まちづくりセンター運営業務の委託先は、まちづくりセンター地域自主運営実施要綱（平成20年９月22日
付市民まちづくり局理事決裁）第５条において、「まちづくりセンターの所管区域において、その区域を
包括する連合町内会等を中心として地域の諸団体により構成されるまちづくり協議会その他の地域横断的
な団体」と規定されている。新川まちづくりセンター所管区域において、この要件を満たす団体は「新川
まちづくり協議会」のみであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため、地方自治法施行令第167
条の２第１項第２号に基づき随意契約(特定)とする。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第３号）

北）市民部地域振興課
011-757-2407

R6.4.10 令和６年度麻生まちづくりセンター運営業務
麻生まちづくり協議会　会長　大
門　隆司

9,964,000 R6.3.25 R6.4.1 ～ R7.3.31

まちづくりセンター運営業務の委託先は、まちづくりセンター地域自主運営実施要綱（平成20年９月22日
付市民まちづくり局理事決裁）第５条において、「まちづくりセンターの所管区域において、その区域を
包括する連合町内会等を中心として地域の諸団体により構成されるまちづくり協議会その他の地域横断的
な団体」と規定されている。麻生まちづくりセンター所管区域において、この要件を満たす団体は「麻生
まちづくり協議会」のみであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため、地方自治法施行令第167
条の２第１項第２号に基づき随意契約(特定)とする。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

北）市民部地域振興課
011-757-2407

R6.4.10 栄東まちづくりセンター運営業務 栄東地区まちづくり未来会議 10,537,799 R6.3.28 R6.4.1 ～ R7.3.31

まちづくりセンター運営業務の委託先は、まちづくりセンター地域自主運営実施要綱（平成20年9月22日市
民まちづくり局理事決裁）第５条において、「まちづくりセンターの所管区域において、その区域を包括
する連合町内会等を中心として地域の諸団体により構成されるまちづくり協議会その他の地域横断的な団
体」と規定されている。

　栄東まちづくりセンター所管区域において、この要件を満たす団体は「栄東地区まちづくり未来会議」
のみであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

東）市民部地域振興課
011-741-2429

※（単価契約）又は（月額契約）の場合、契約金額欄は履行期間中の支出予定総額を記載しております。 3／4

https://www.city.sapporo.jp/toshi/shigaichi/keiyaku/result.html
https://www.city.sapporo.jp/toshi/shigaichi/keiyaku/result.html
https://www.city.sapporo.jp/toshi/shigaichi/keiyaku/result.html
https://www.city.sapporo.jp/toshi/shigaichi/keiyaku/result.html
https://www.city.sapporo.jp/toshi/shigaichi/keiyaku/result.html
https://www.city.sapporo.jp/toshi/shigaichi/keiyaku/result.html
https://www.city.sapporo.jp/kitaku/keiyaku/shimeikekka.html
https://www.city.sapporo.jp/kitaku/keiyaku/shimeikekka.html
https://www.city.sapporo.jp/higashi/keiyaku/zennenr5nenndo.html


令和5年度特定随意契約一覧

掲載日 調達契約件名 契約の相手方 契約金額（円）
契約締結
年月日

履行期間 随意契約によることとした理由(契約の相手方を特定した理由を含む。) 担当課

R6.4.10 元町まちづくりセンター運営業務 札幌市東区元町まちづくり連合会 10,307,000 R6.3.28 R6.4.1 ～ R7.3.31

まちづくりセンター運営業務の委託先は、まちづくりセンター地域自主運営実施要綱（平成20年9月22日市
民まちづくり局理事決裁）第５条において、「まちづくりセンターの所管区域において、その区域を包括
する連合町内会等を中心として地域の諸団体により構成されるまちづくり協議会その他の地域横断的な団
体」と規定されている。

　元町まちづくりセンター所管区域において、この要件を満たす団体は「札幌市東区元町まちづくり連合
会」のみであり、契約の性質又は目的が競争入札に適さないため。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

東）市民部地域振興課
011-741-2429

R6.4.10
白石区複合庁舎まちづくりイベント広場管理
運営・企画調整業務

公益財団法人さっぽろ青少年女性
活動協会

3,535,400 R6.3.28 R6.4.1 ～ R7.3.31

本業務は、白石区複合庁舎地下２階「まちづくりイベント広場」（以下「広場」という。）において、利
用者が効果的なイベントを実施することができるよう、広場の管理運営、企画調整、情報発信等を行う
コーディネーターを配置するものである。

　本業務の実施に当たっては、白石区複合庁舎まちづくりイベント広場等利活用協議会（以下「協議会」
という。）での議論を踏まえ、多世代交流の積極的な推進が必要となることから、児童会館や若者支援セ
ンターなどの支援機関との連携が必須となる。

　当該法人は、児童会館及び、各年齢層が利用する様々な施設の運営を受託しており、協議会が求める各
年齢層を横断した連携を図る上で最も適したな団体である。また、「ポプラ若者活動センター」を白石区
複合庁舎の隣接地で運営し、地域に密着して若者の活動を支援してきた実績があり、これまでに築いた
ネットワークを生かし、協議会が掲げる様々な多世代交流を効率的に実現することが可能である。

　さらに、当課の隣接地に立地していることから、日々密接かつ迅速な連携を実現している。また、委託
当初からこれまでの間、特段の問題を発生させていない。

　以上のことから、地方自治法施行令第167条の２第１項第２号に基づき、特定随意契約といたしたい。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

白）市民部地域振興課
011-861-2422

R6.4.10
令和６年度 札幌市議会議場制御機器等保守
管理等業務

株式会社アセント 3,300,000 R6.3.19 R6.4.1 ～ R7.3.31

当該事業者は、全国の自治体において、各々の実情に合わせ議場内の音響と映像配信を一体的に操作する
システム、いわゆる「議場システム」の構築を多数行った実績があり、本市においても令和２年度に「議
場制御機器更新及び大型モニターの設置業務」を受託し、その経験や知識に基づく技術により、札幌市独
自のシステム構築した豊富な実績を持ち、本業務を遂行するために必要なシステムの内部構造を熟知して
いる唯一の事業者である。

　また、当該事業者以外が当該システムに係る保守管理業務を実施する場合、本システムのデータベース
の構造や議場システムの解析のほか特性の把握等が必要となり、これには当該システムを一から構築する
のと同程度の膨大な時間と費用を要することとなることから、急な故障発生時等の際には、迅速かつ適正
な対応が困難となり、議会の円滑な運営に甚大な影響を及ぼすことが明らかである。
（地方自治法施行令第167条の２第１項第２号）

議）議事課
011-211-3166

※（単価契約）又は（月額契約）の場合、契約金額欄は履行期間中の支出予定総額を記載しております。 4／4

https://www.city.sapporo.jp/higashi/keiyaku/zennenr5nenndo.html
https://www.city.sapporo.jp/shiroishi/torikumi/keiyaku/osirase/kekka_r5.html
https://www.city.sapporo.jp/shiroishi/torikumi/keiyaku/osirase/kekka_r5.html
https://www.city.sapporo.jp/gikai/html
https://www.city.sapporo.jp/gikai/html
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